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地方都市を中心に，市街地の空洞化による地域経済の衰退や自動車走行に起因するCO2排出量の増加な

どの問題が生じた．これら問題の解決策としてコンパクトシティが注目されている．都市の持続可能性を

評価する場合，総合的な視点から評価指標を検討し，都市の分析を行うことが必要である．本研究はコン

パクトシティの実現に向けた課題と今後の方向性について言及することを目的とする．本研究では，宇都

宮市を対象として，持続可能性の観点から都市のコンパクト化の評価指標の選定を行い，評価した．結果，

都市政策が都市のコンパクト化に与える影響を定量的に把握すると同時に，TOD政策は社会分野及び環境

分野のコンパクト化の指標に影響することが分かった． 
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1.  はじめに 

 

我が国の都市では，高度経済成長期に，モータリゼー

ションの進展や都市郊外での大規模集客施設の立地が増

加したことで，都市は無秩序に拡大してきた．その結果，

特に地方都市を中心に，中心市街地の空洞化による地域

経済の衰退や自動車走行に起因する CO2 排出量の増加，

住民の生活の質の維持など経済面，環境面，社会面にわ

たって様々な問題が生じている．このような問題に対処

するための都市形態として，コンパクトシティが注目を

されている．コンパクトシティの概念は，20 世紀末に

環境問題が深刻化してきた欧州連合（EU）を中心とし

て，持続可能な都市モデルとして提起された．この持続

可能な都市についてNewman and Kenworthy
1)は，環境・経

済・社会の 3つの構成要素（TBL：Triple Bottom Line）の

バランスが重要であるとしている．また，国連持続可能

な開発委員会 (UNCSD：Secretariat of the United Nations 

Commission on Sustainable Development）2)が発表している持

続可能性評価指標をはじめとして，持続可能性の評価に

関連した多くの調査・研究が TBL に着目した整理を行

っている．よって，都市の持続可能性を評価する場合，

ある評価指標単独ではなく，総合的な視点から都市を評

価していく必要がある． 

よって本研究では，都市のコンパクト化を TBL の観

点から評価するための指標を検討し，実都市を対象に分

析を行うことで，コンパクトシティの実現に向けた課題

と今後の方向性について言及することを目的としている． 

都市空間構造を TBL の観点から総合的に評価する際

に，他都市との比較といった異なる空間で相対評価した

研究と，特定の都市に着目し，時間軸でその変化を評価

した研究がある．前者の研究は，金ら 3)や高橋ら 4)，日

本経済新聞社・産業地域研究所 5)によって行われている．

しかし，都市空間構造を空間軸上で経年的に把握する場

合，その都度各都市の全指標を収集する必要があり，経

年的に都市の持続性を評価する際には実用的ではない．

また，都市によって評価指標の更新時期や頻度が異なり，

適切な評価が行えているとは言い難い．一方で，戸川ら
6)は時間軸に着目して，現在及び将来の都市空間構造を

比較することで有効な都市域集約施策を検証している．

しかし，社会面は複数の指標で構成された複合指標を用
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いているものの，環境面及び経済面については，それぞ

れ 1指標しか設定されておらず，総合的な評価を行うた

めには，より多様な指標を用いて評価する必要がある． 

よって，本研究では， コンパクトシティの実現状況

を経年的に評価するため，時間軸上での評価に着目する．

具体的な分析方法は，都市のコンパクト化の評価指標を

TBL の観点から選定し，それら指標を用いて実際の都

市のコンパクト化の推進度合いを評価する．また，評価

指標の選定方法は，都市の持続可能性について総合的に

検討している国内外の既存文献を参考に，環境面・社会

面・経済面の各面で複数指標を選定する．さらに，その

中でも特に都市構造の影響を受ける指標を用いて，都市

政策がコンパクト化に与える影響についても分析する． 

また，本研究の新規性は，自治体での活用を想定し，よ

り実用的なコンパクト化の評価手法を検討している点に

ある．そのため，原則，評価指標を自治体が継続的また

は定期的に行っている統計調査等から選定することで，

評価指標の入手性及び更新性を考慮している 

 

2.  都市のコンパクト化の評価指標の選定 

 

（１）欧州の持続可能な都市促進指標 

欧州では持続可能な都市に向けた取り組みが先行して

いるが，市川ら 7)はそうした欧州で用いられている持続

可能な都市促進指標について整理している．その結果，

欧州での持続可能な都市促進指標は都市環境全般を対象

にしており，中でも交通関連の指標が重視されているこ

と等を明らかにしている． 

しかし，日本と欧州では文化・行政風土などが異なる

ため，欧州における取り組みを無条件に受け入れること

は難しい．また，国内の地域によっても目指すべき都市

の姿は異なり，地域の実情に即した指標を用いて都市構

造を評価する必要がある．したがって，本研究では地域

の実情により即した都市構造の評価指標の選定を試みる． 

 

（２）対象地域 

本研究では宇都宮市をケーススタディとし，分析を行

う．宇都宮市は，第 5 次総合計画（5 次総）8)を平成 20

年 3月に策定し，その中で「ネットワーク型コンパクト

シティ」の形成を目指すことが示されている．また，今

日では東西基幹公共交通として LRT（Light Rail Transit）

の導入も検討されている 9)．そこで，これらを踏まえ，

本研究では，現在の宇都宮市のコンパクト化の評価を行

い，さらに都市政策がコンパクト化に与える影響を分析

する． 

 

（３）都市のコンパクト化の評価指標の選定方法 

ここでは，宇都宮市の実情に即したコンパクト化の評

価指標を選定する．そのため，先述の市川らがレビュー

した欧州の事例に加え，持続可能な都市の実現に向けた

我が国のガイドライン 9)10)，宇都宮市の各種計画等
11)12)13)14)及び既存研究 3)5)6)15)を考慮することで，持続可能

性の観点から都市のコンパクト化の評価指標の選定を行

う．  

具体的な選定方法としては，原則参考文献間で共通性

が高い指標を重要指標とみなし，重要指標の抽出・整理

を行う．さらに，その中で入手性及び更新性が良く，人

口減少や都市構造の変化に影響を受ける指標をコンパク

ト化の評価指標とする．評価指標の選定に用いた参考文

献一覧を表-1に，選定した評価指標及び各定義を表-2に

示す．なお，次章でコンパクト化を評価する際には，表

-2の定義に従い算出した各指標値を用いる． 

 

表-1 指標選定に用いた参考文献 

 

表-2 抽出したコンパクト化の評価指標一覧 

 

 

 

分類 参考文献
第５次宇都宮市総合計画　前期基本計画中間総括評価表
H23都市計画課委託指標
第２次宇都宮市環境基本計画
宇都宮都市交通戦略
全国都市のサステナブル度評価
森本：日本都市計画学会都市計画論文集 2011
金ら：土木計画学研究発表会講演集 2009
戸川ら：土木計画学研究発表会講演集 2010
国交省「低炭素都市づくりガイドライン」
環境省「地球温暖化対策地域推進計画策定ガイドライン」
欧州共通指標（ECI)
オールボー・コミットメント
欧州グリーン都市
都市エコシステム
都市エコシステム・ヨーロッパ

宇都宮市

既存研究

国

EU

分野 指標 定義・使用データ

社会

中心市街地
居住人口

『中心市街地活性化基本計画』
によって定められている区域の人口

集約拠点居住人口 既存研究を基に算定した集約拠点の人口

自動車保有台数 関東運輸局栃木運輸支局での算出値

公共交通利用者数 市内各駅の乗車人員及びバス輸送人員の総人口

公共交通不便地域
居住人口

『宇都宮都市交通戦略』に記載されている公共
交通不便地域の定義に従い算出した当該地域人口

環境

民生部門
ＣＯ2排出量

『宇都宮市地球温暖化対策地域推進計画』
で示されている数値

交通部門
ＣＯ2排出量

『宇都宮市地球温暖化対策地域推進計画』
で示されている数値

産業部門
ＣＯ2排出量

『宇都宮市地球温暖化対策地域推進計画』
で示されている数値

緑地面積 市内の田，畑，山林，公園・緑地の総面積

経済

市民税 一般会計の内訳における当該税

固定資産税 一般会計の内訳における当該税

インフラ
維持管理費

一般会計及び公営企業会計の内訳における
道路，橋梁，上下水道の維持管理に係る総費用

財政力指数 決算状況調の数値

商業年間販売額 商業統計調査の数値

中心市街地通行量
『商店街通行量・来街者実態調査』

で示される当該通行量



 

 3 

3. 宇都宮市のコンパクト化の評価 

 

本研究では，指標毎のコンパクト化の進捗率を用いて

コンパクト化の評価を行う．なお，コンパクト化の進捗

率は基準年の指標値と評価年の指標値の変化率と定義す

る．コンパクト化の進捗率の算出式を式（1）に示す． 

 

 

 

次に表-2の 15指標に対してコンパクト化の進捗率を

算出することで，宇都宮市のコンパクト化の評価を行う

ただし，データの制約上，基準年及び評価年は各指標値

の最新 2時点とする．また，具体的な評価方法は，コン

パクト化の進捗率がコンパクト化に対してポジティブな

変化なのかネガティブな変化なのかを評価する．コンパ

クト化の進捗率がコンパクト化に対してポジティブな場

合「＋」を，ネガティブな場合「－」を評価欄に表記し

ている．またコンパクト化の進捗率が 0～±1%は「＋ －」

を，±1～2%は「＋」又は「－」を，±2%～は「＋ ＋」

又は「－ －」を表記している ．評価結果をまとめたも

のを表-3に示す． 

その結果，中心市街地居住人口，集約拠点居住人口，緑

地面積，インフラ維持管理費，商業年間販売額，中心市

街地通行量の計6指標はコンパクト化に対してポジティ

ブな変化を示している一方で ，公共交通利用者数，公共

交通不便地域居住人口，民生部門CO2排出量，産業部門

CO2排出量，市民税，財政力指数の計6指標はコンパクト

化に対してネガティブな変化を示してる．また，自動車

保有台数，交通部門CO2排出量，固定資産税はあまり変

化が見られず，現状を維持していると言える．以上のコ

ンパクト化の評価の結果より，宇都宮市では，財政状況

に留意しながら公共交通の整備や土地利用から派生する

CO2排出量削減に関する取り組みを実施していく必要が

あると言える． 

 

4. 都市政策がコンパクト化に与える影響分析 

 

 都市政策は都市構造を変化させ，人々の居住地や地域

内の交通にも影響を与える．そこで本研究では社会分野

の「集約拠点居住人口」及び環境分野の「交通部門 CO2

排出量」を評価指標とし，今後の都市政策がコンパクト

化に与える影響を分析する． 

 

（１）都市政策の設定 

宇都宮市の人口は 2015年にピークを迎え，その後人 

口減少期に入ることから，本研究では推計年次を 2005

年，2020年，2030年とする．また，より詳細な検討をす

るため，500m四方の 4次メッシュ単位で分析を行う． 

表-3 コンパクト化の評価結果の一覧 

 

なお，将来人口はコーホート変化率法を用いて推計を行

った． 

そして，本研究では趨勢型と公共交通指向型開発

（TOD：Transit Oriented Development）型の2パターンの都市

政策を設定する．まず，趨勢型は新たな土地利用規制と

交通政策を実施せず，現在の都市形態を 2030年まで維持

した場合である．次にTOD型は，土地利用誘導とLRTの

導入を実施する場合である． 

具体的な TODの再現方法としては，立地誘導を行い，

宇都宮市における LRT の電停の駅勢圏及び集約拠点に人

口を集約させることで，TOD を再現する．なお，LRT の

電停の駅勢圏は電停の設置予定位置から半径 500m とす

る．また，具体的な集約方法ついては，鈴木ら 16）の既存

研究を参考にした．鈴木らは富山ライトレールの事例を

取り上げ，LRT 導入にあたり新設された駅の駅勢圏人口

が LRT 導入前後で約 5％増加していることを明らかにし

ている．そこで，本研究の 2020 年の TOD 型では集約拠

点の総人口を 5％増加させ，その分の人口を農振農用地

域及び緑化拠点で減少させた．また，2030年の TOD型で

は，当該年次に TODが完了していると仮定し，農振農用

地域及び緑化拠点の全人口を集約拠点に集約させている．

趨勢型及びTOD型の各拠点を図-1に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 集約拠点選定結果（左図：趨勢型，右図：TOD 型） 

分野 指標 比較時点
進捗率
（％）

評価

社会

中心市街地居住人口 Ｈ23→Ｈ24 1.4 ＋

集約拠点居住人口 Ｈ12→Ｈ17 2.1 ＋ ＋

自動車保有台数 Ｈ22→Ｈ23 －0.6 ＋ ―

公共交通利用者数 Ｈ21→Ｈ22 －2.5 ― ―

公共交通不便地域居住人口 H17→H22 3.2 ― ―

環境

民生部門ＣＯ2排出量 Ｈ12→Ｈ15 1.6 ―

交通部門ＣＯ2排出量 Ｈ12→Ｈ15 －0.1 ＋ ―

産業部門ＣＯ2排出量 Ｈ12→Ｈ15 8.8 ― ―

緑地面積 Ｈ22→Ｈ23 1.4 ＋

経済

市民税 Ｈ21→Ｈ22 －1.7 ―

固定資産税 Ｈ21→Ｈ22 0.0 ＋ ―

インフラ維持管理費 Ｈ21→Ｈ22 －2.6 ＋ ＋

財政力指数 Ｈ21→Ｈ22 －5.3 ― ―

商業年間販売額 Ｈ16→Ｈ19 9.4 ＋ ＋

中心市街地通行量 Ｈ22→Ｈ23 14.2 ＋ ＋

1－
基準年の指標値

評価年の指標値
＝コンパクト化の進捗率 （1） 
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（２）社会分野の指標に与える影響 

 集約拠点居住人口は，趨勢型及び TOD 型で選定し

た集約拠点（図-1）の人口を抽出し算出している．

都市政策別に集約拠点居住人口を算出した結果を図-

2に示す．まず，趨勢型では，都市郊外部での人口増

加の影響を受け，集約拠点居住人口は年々減少して

おり，現在から 2020 年までに 1％，2030 年までに

5％減少する．また，集約拠点居住人口の構成比も減

少の一途を辿る．一方，TOD 型の当該人口は，趨勢

型に比べ 2020 年で 12％，2030 年で 64％多いという

結果になった．また，集約拠点居住人口の構成比も

年々増加する．つまり，TOD が完了した場合，集約

拠点居住人口は最大 64％まで増加する可能性がある

と言える． 

 

（３）環境分野の指標に与える影響 

交通部門 CO2排出量は，交通機関別に CO2排出原

単位を設定し，都市政策別に交通量の推計を行ない

算出する． なお，交通量の推計では四段階推定法及

びマクロ交通流シミュレータ TransCAD4.0 を用いる．

また，分析に使用するデータは 1992 年に行なわれた

第 2 回宇都宮都市圏パーソントリップ調査データで

あり，対象地域は計画基本ゾーンと上河内町，また，

通過交通量を考慮するため，H6 道路交通センサス車

種別 OD 調査をもとに都市圏外を加えた 96 ゾーンを

対象とする． 

表-4 にシナリオ別に推計したトリップ数とトリッ

プ長を示し，図-3 にシナリオ別の CO2 排出量の推計

結果を示す．この結果から趨勢型は現在より 2020 年

で 3.4％，2030 年で 9.5％の CO2排出量が減少する．

これは現在より郊外化の進行によりトリップ長は増

加するが，トリップ数の減少や技術革新の影響だと

考えられる．また，TOD型の 2030年では趨勢型に比

べ 5.8％の CO2排出量が減少する．この要因としては，

2030年では TODが完了しており，自動車から公共交

通へのモーダルシフトが大きく進展したことで削減

に繋がったと考えられる．一方で，TOD型の 2020年

では趨勢型と同程度の CO2 排出量になった．この原

因として，トリップ長の影響が考えられる．TOD 型

の 2030 年では交通利便性の高い集約拠点に郊外の人

口を集約させたことで，公共交通分担率が増加し，

自動車交通量が減少し，CO2 排出量は減少した．し

かし，TOD型の 2020年では郊外部に集約していない

人口が残っているため，トリップ長が大きくなって

しまい， CO2 排出量の削減効果が小さくなってしま

ったと考えられる． 

 

図-2 都市政策別の集約拠点居住人口の算出結果 

 

表-4 シナリオ別トリップの変化（宇都宮市内） 

 

 

図-3 シナリオ別CO2排出量の推計結果 

 

５．おわりに 

 

本研究では，実用性が高い都市のコンパクト化の評価

指標を TBL の観点から選定し，それら指標を用いて宇

都宮市のコンパクト化の推進度合いを評価した．さらに，

都市政策が都市のコンパクト化に与える影響を定量的に

把握した． 

その結果，宇都宮市では，財政状況に留意し，公共交

通の整備や土地利用から派生する CO2排出量削減に関す

る取り組みが必要であることがわかった．また，TOD

政策は社会分野及び環境分野のコンパクト化の評価指標

に有効に働くことがわかった． 

今回提案したコンパクト化の評価指標は，宇都宮市の

実情をできるだけ反映した指標となっている．そのため，
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他自治体で活用する際には注意が必要である．今後は他

自治体でも利用可能な一般的なコンパクト化の評価指標

を検討する必要がある．また今回は，選定した指標の中

でも特に都市構造の影響を受ける 2指標を用いて，都市

政策が都市のコンパクト化に与える影響を分析した．そ

のため，今後都市政策を評価する際には，他の指標を用

いてより総合的な評価を行う必要がある． 
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